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審議事項の概略説明
本町では、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中⻑期的な経営計画とし

て、令和２年度に「葉⼭町下⽔道事業経営戦略」を策定し、施設・財務・組織などの経営
基盤の強化を進めてきました。しかし、本町の下⽔道事業を取り巻く環境は大きく変化し
ており、以下に示す２つの課題が表面化している状況です。

本審議会は、独⽴採算制の原則に向けた適切な下⽔道使⽤料への改定と、下⽔道使⽤料減
免制度の今後のあり⽅に関する審議をお願いするものです。

①下⽔道使⽤料改定の検討 ②減免制度のあり⽅
公営企業である下⽔道事業は、事業に伴う収入によっ

て経費を賄い⾃⽴性をもって事業を継続していく「独⽴
採算制」で経営することが原則ですが、本町の下⽔道事
業は、汚⽔処理に必要な費⽤を下⽔道使⽤料で賄えてい
ないほか、事業運営に必要な財源を一般会計からの繰入
⾦に大きく依存している状況です。

汚⽔処理に必要な費⽤を使⽤料収入で賄い、一般会計
からの繰入⾦への依存度を減らすために、財源の確保に
向けた使⽤料改定の検討が急務となっています。

本町では下⽔道使⽤料の一部⼜は全部が減免される制
度を運⽤していますが、減免された分の使⽤料収入に対
して、一般会計等からの補填は無く、下⽔道事業会計の
⾃己財源で賄っている状況です。

減免制度はこれまで社会福祉的な配慮の中で実施され
てきましたが、他福祉政策との関連や財源など、今後の
減免制度のあり⽅について整理・⾒直しが必要です。
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審議事項の概略説明（下⽔道使⽤料の改定）
令和２年７⽉22⽇付けで国⼟交通省より以下の事務連絡が発出され、収⽀構造適正化に向けた取組を

踏まえ、着実に収⽀構造の⾒直しの検討を進める要請がありました。

収⽀構造の適正化に積極的に取り組む地⽅公共団体を重点的に⽀援するため、公営企業会計を適⽤し
た地⽅公共団体において、以下のいずれかに該当する場合は、当該団体が⾏う汚⽔処理に関する事業に
ついて、社会資本整備総合交付⾦の重点配分の対象としないこととします。

・ロードマップに定めた業績目標を達成できない場合。
・令和7年度以降、供⽤開始後30年以上経過しているにも関わらず、使⽤料単価が150円/m3未満で

あり、かつ経費回収率が80％未満であり、かつ15年以上使⽤料改定を⾏っていない場合。

本町の下⽔道事業は、平成11年3月に供⽤開始したことから、経営戦略の計画期間内である令和11年
3月で供⽤開始30年が経過し、さらに現在の使⽤料単価（134〜135円/m3）、経費回収率（約74〜
86％）を考慮すると、現状の料⾦体系を維持した場合、資本費の重要な財源である社会資本整備総合交
付⾦（国補助⾦）の重点配分の対象外となる可能性があります。

経営基盤の強化にむけた財源確保と収⽀構造の適正化の観点から、下⽔道使⽤料改定の検討が急務と
なっています。

3

出典︓事務連絡「下⽔道事業における収⽀構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項」より抜粋（国⼟交通省⽔管理・国⼟保全局下⽔道部下⽔道事業課 企画専門官 令和2年7⽉22⽇）



現⾏の下⽔道使⽤料体系
本町の現⾏下⽔道使⽤料体系は、以下の表に示すとおり、２ヶ⽉あたり排⽔量16m3までの基本料⾦

と17㎥以上の排⽔量に対する従量使⽤料からなる⼆部使⽤料制を採⽤しており、従量使⽤料は、使⽤⽔
量が多いほど⾼い単価設定となる累進使⽤料制を併⽤しています。なお、現⾏使⽤料は、下⽔道事業を
開始した平成10年度以降、⾒直しを⾏っていません。

下⽔道使⽤料は、下⽔管の清掃や修繕や処理場・ポンプ場の電⼒費や薬品費、下⽔道職員の⼈件費な
ど、汚⽔処理に係る経費に充当されています。
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現⾏下⽔道使⽤料料⾦表（1ヵ⽉あたり、税込）



処理場流⼊⽔量及び有収⽔量の推移
近年の有収⽔量（処理場で処理した全汚⽔量のうち、下⽔道使⽤料徴収の対象となる⽔量）は、令和2

年に急増した後、令和3年以降は横ばい〜微減傾向にあります。令和2年度の⽔量急増は新型コロナウイ
ルス感染症の拡大による在宅率の上昇などが要因として考えられますが、令和3年以降は徐々に令和元年
以前の傾向に近づいており、感染症拡大以前の傾向に戻りつつあるものと言えます。

有収⽔量原単位では令和3年度に259L/⼈・⽇と近年の最⾼値となったあと、令和4年〜令和5年にか
けて減少を続け、新型コロナウイルス感染症以前（令和元年以前）の⽔準に近付いている。
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有収⽔量・流入⽔量・有収⽔量原単位の推移過去10年間の年間有収⽔量、年間処理場流入⽔量実績値



現⾏の有収⽔量・下⽔道使⽤料収⼊及び単価の推移
下⽔道使⽤料単価は、公営企業会計移⾏前（平成30年より前）は136〜139円（平成29年は企業会計

移⾏に伴う打ち切り決算の影響のため除外）であったが、公営企業会計移⾏後は133円〜134円後半と
なっています。
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有収⽔量・使⽤料収入・使⽤料単価の推移



現⾏の下⽔道使⽤料減免制度
〈減免の対象（下⽔道条例施⾏規則第25条より引⽤）〉

１．生活保護法の規定による扶助を受けている世帯。全額を免除

２．次に揚げる者が世帯にいるとき。基本料⾦に相当する額を免除
ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交

付を受け、身体障害者福祉法施⾏規則（昭和25年厚⽣省令第15号）別表第５号に定める障害の
程度が１級、２級⼜は３級に該当する者

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第15条に規定する児童相談所⼜は知的障害者福祉法
（昭和35年法律第37号）第12条第１項に規定する知的障害者更⽣相談所において障害の程度が
最重度（Ａ１）、重度（Ａ２）⼜は中度（Ｂ１）と判断された者

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定に
より精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施⾏令
（昭和25年政令第155号）第６条第３項に規定する障害等級１級⼜は２級に該当する者

３．社会福祉法（昭和26年法律第45号）に規定する社会福祉事業の⽤に供する施設（国又は地⽅公
共団体が経営するもの及びこれらの者から経営を委託されたものを除く。）及びこれに準ずる
ものと町⻑が認めた施設を経営するとき。 基本料⾦に相当する額を免除

４．災害その他特別の事由があると町⻑が認めたとき。 一部又は全部を免除
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現⾏の下⽔道使⽤料減免額の推移
現在、減免された分の使⽤料収入に対して、一般会計等からの補填は無く、下⽔道事業会計の⾃己財

源で賄っている状況です。
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下⽔道使⽤料減免額の推移



【参考１】公営企業とは
本町の下⽔道事業は、経営の健全性や計画性・透明性の向上を図ることを目的に、平成30年度より地⽅公営企業法の

財務規定等を適⽤し、地⽅公営企業となりました。公営企業である公共下⽔道事業は、以下の原則に基づき経営されて
います。

＜下⽔道事業の経営原則＞
●独⽴採算の原則

公営企業となった公共下⽔道事業は、その事業に伴う収入によってその経費を賄い、⾃⽴性をもって事業を継続
していく「独⽴採算制の原則」が適⽤されます。（地⽅財政法第六条、太字+下線部）
●「雨⽔公費・汚⽔私費」の原則

汚⽔の排除に要する経費については、汚⽔を排出する⼈が特定されていることや、下⽔道利⽤者は⽣活環境の改
善等の利益を受けることから、一部の経費を除き私費（下⽔道使⽤料）により負担することが原則です。（受益者
負担の原則）一⽅で、雨⽔は⾃然現象に起因、排除による受益が広く及ぶことから、公費により負担されます。
（地⽅財政法第六条、太字部）

＜地⽅財政法第六条＞
（公営企業の経営）

公営企業で政令で定めるものについては、その経理は、特別会計を設けてこれを⾏い、その経費は、その性質上
当該公営企業の経営に伴う収⼊をもつて充てることが適当でない経費及び当該公営企業の性質上能率的な経営を⾏
なつてもなおその経営に伴う収⼊のみをもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費を除き、当該企
業の経営に伴う収⼊（第五条の規定による地⽅債による収⼊を含む。）をもつてこれに充てなければならない。但
し、災害その他特別の事由がある場合において議会の議決を経たときは、一般会計⼜は他の特別会計からの繰入に
よる収入をもつてこれに充てることができる。
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【参考2】公営企業会計の仕組み
公営企業の会計は、経営活動に伴って⽣じる収益（収入）と費⽤（⽀出）を表す「収益的収⽀」と、施設の新設や改築など、建

設改良のための費⽤や企業債償還⾦などの⽀出とその財源となる収入を表す「資本的収⽀」の２種類から構成されています。
●収益的収⼊及び支出

下⽔道サービスの対価としての使⽤料収入などと、サービスの提供に要する⽀出から成り⽴っており、年度内の企業活動に
より予定される収益とそれに対応する費⽤が計上されたものです。
●資本的収⼊及び支出

町⺠への下⽔道サービスの提供を維持するために要する施設の整備、拡充などの建設改良費、これら建設改良に要する資⾦
としての企業債収入、企業債の元⾦償還などに関する収入及び⽀出から成り⽴っています。

＜収益的収⽀と資本的収⽀の関係＞
収益的⽀出のうち、減価償却費などの現⾦⽀出を伴わない費⽤（損益勘定留保資⾦）と純利益による内部留保資⾦により、資

本的収⽀の不⾜額を補てんすることで、事業経営を⾏っています。
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【参考3】経営戦略の位置づけ
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下⽔道事業経営戦略は、「第四次葉⼭町総合計画」、「葉⼭町都市計画マスタープラン」との整合を図るとともに、国
から要請されている「経営戦略」、「汚⽔処理施設10年概成の⽅針」、「広域化・共同化計画」などの内容を踏まえて策
定するものです。一⽅で、下⽔道法に基づき策定される計画は下⽔道全体計画・事業計画があり、その計画に基づいた個
別計画により事業が実施されています。本計画は、これらと相互に関連し、計画期間内に実施すべき施策・取組、達成す
べき目標に対する投資・財源計画を定めるものです。

下⽔道事業経営戦略の位置付けを「国の動向」、「葉⼭町各種計画」、「下⽔道法に基づく計画」との関連性から整理
すると、以下のとおりです。



「葉⼭町下⽔道事業経営戦略」は、本審議会の諮問結果等を踏まえ、令和7年度中に改訂・
公表する予定です。

【参考4】現在の経営戦略の概要
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令和２年度に策定した経営戦略において、使⽤料改定の実施時期・改定率は、国⼟交通省より発出された事務連絡
（P.7）及び使⽤料改定検討スケジュールを考慮して、以下のとおり設定しました。

項 目 内  容 

料⾦改定率 

 経営基盤の強化の観点から、料⾦改定の最終目標として、経費回
収率 100％となる料⾦設定を目指すが、急激な使⽤料増額に伴う
町⺠負担増にならないように、段階的な料⾦改定を⾏います。 

 第 1 段階︓経費回収率 95%を目指して改定率を設定 
      ⇒約 150 円/m3 改定率 12.8% 

 第 2 段階︓経費回収率 100%を目指して改定率を設定 
      ⇒約 165 円/m3 改定率 10.0% 

料⾦改定時期 
 第 1 段階︓令和 8 年度より新料⾦体系を実施 
 第 2 段階︓令和 14 年度より新料⾦体系を実施 

 ※経営戦略策定時点の試算（平成31年度決算）に基づくものであり、詳細な使⽤料体系、料⾦設定については、
使⽤料改定詳細検討の際に、検討実施時点の経営状況を踏まえて算定することとなります。



2 葉⼭町下⽔道事業の現状・課題
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下⽔道の役割①
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下⽔道の役割②
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葉⼭町下⽔道事業の特徴
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町の公共下⽔道の特徴は、⼭間部に全国でも珍しいトンネル⽅式の処理場を建設したことで、汚⽔をいったん⾃然
流下で沿岸部にある葉⼭中継ポンプ場に集め、約4.7km離れた葉⼭浄化センターへ送⽔しています。浄化センターの大
部分を地下に収容することで、景観への影響を最小限に抑えています。



【１】葉⼭町の⼈⼝
本町の⼈口は、平成24（2012）年11⽉にピークとなる 33,890⼈となりましたが、その

後は微減傾向が続いています。葉⼭町の⼈口増減の特徴としては、⼦育て世帯の転入が多
く、転入数が転出数を上回る社会増が概ね続いているものの、死亡数が出⽣数を上回る⾃
然減が続き、社会増より⾃然減が多いことから、全体では減少傾向が続いています。

令和６年９⽉には31,951⼈となり、3.2万⼈下回る結果となっています。
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将来⼈口予測（〜R12） 将来⼈口予測（〜R32）
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【2】下⽔道整備の状況
本町では、森⼾川をはじめとする河川、⽔路、側溝などの⽔質汚濁を防⽌すると共に住

環境の整備や町⺠の公衆衛⽣の向上を目的として、平成4年度に下⽔道事業に着手し、平成
10年度末より下⽔道の供⽤を開始しています。

令和5年度末の普及率は76.5％、整備率は84.6％、⽔洗化率は88.0％ となっており、残
りの区域の整備や下⽔道接続の促進に向けた取組を実施中です。
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下⽔道事業の概況（令和5年度末時点） 将来⾏政⼈口・処理区域内⼈口・⽔洗化⼈口の推移

実績 推計



【3】葉⼭町下⽔道課の職員数＜ヒト＞
本町の下⽔道職員は平成11（1999）年の11⼈をピークに年々減少傾向にあり、令和6

年4⽉1⽇の職員数は7名となっています。安定した公共下⽔道事業を継続するためには、
今後の修繕改築等に向けて業務執⾏体制の強化が必須ですが、本町全体の状況を踏まえる
と、職員の増員は難しい状況です。

職員数の推移
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【4】下⽔道施設の状況（管きょ）＜モノ＞
管きょの標準耐⽤年数は、50年。下⽔道事業の供⽤開始時（1999年）に整備された管きょは、耐⽤

年数を迎えておらず、葉⼭町の管きょは⽐較的新しいといえます。しかし、一部下⽔道事業の供⽤開始
前に整備された管きょがあり、これらは整備から50年以上経過している状況です。

管きょの整備は平成6〜平成10年度にピークを迎え、令和5年度末現在、約118kmの管きょが整備済
みです。今後、経年劣化による管きょの破損、そのことに起因する道路陥没などの⽼朽化の問題が顕在
化する前に、適切な維持管理及び計画的な修繕や改築・更新を⾏う必要があります。

20※昭和47年度の「整備延⻑」は、平成11年度にイトーピア団地管路施設を接続したものです。

施⼯年度別管きょ延⻑



【4】下⽔道施設の状況（処理場・ポンプ場）＜モノ＞
下⽔処理場については葉⼭浄化センターがあり、汚⽔を処理して大南郷川へ放流しています。また、ポ

ンプ場については、本町の大部分の地域の汚⽔を収集して葉⼭浄化センターへ送る葉⼭中継ポンプ場があ
ります。

葉⼭浄化センター及び葉⼭中継ポンプ場内の機械等設備の標準耐⽤年数は15年。下⽔道事業の供⽤開始
時（1999年）から20年以上を経過している状況です。管きょと異なり、既に⽼朽化の問題が発⽣してお
り、早急な修繕や改築等が必要な状況です。

21

葉⼭町における機械等設備の劣化状況の写真



★他会計補助⾦とは、地⽅公営企業は、受益者負担に基づく独⽴採算制を原則としますが、⺠間企業とは異なる特殊性があることから、その経費の
一部については、一般会計などが負担⼜は補助し、残りの経費について料⾦で回収することとされています。

一般会計が負担⼜は補助すべき経費は、経費の性質上経営に伴う収入（下⽔道使⽤料）をもって充てることが客観的に困難であると認められるも
のです。これら負担区分については繰出基準として、毎年度総務省から示されています。

基準内繰⼊︓繰出基準に基づく他会計繰⼊⾦のこと
基準外繰⼊︓繰出基準外の他会計繰⼊⾦のこと

【5】令和５年度の葉⼭町下⽔道事業の決算状況＜カネ＞
直近の下⽔道事業の経営状況を把握するため、令和5年度の決算状況を以下に示します。

22

令和5年度の収益的収⽀は、経常利益が計上でき⿊字となっていますが、収入の主たるものは他会計補助⾦★（一般会計
からの繰入⾦）で、全体の48.5％を占めています。下⽔道事業の独⽴採算の観点では、一般会計からの繰入⾦に依存した
体制の解消に向けて取り組むことが重要となります。



【5】葉⼭町下⽔道事業の経営状況＜カネ＞
P.14で示したように今後もさらなる⼈口減少が⾒込まれています。そのため料⾦の収入が減少すること

が予測されます。しかし、改築や更新の費⽤は増加する⾒込みであり、財源不⾜が懸念されます。

23



【6】葉⼭町下⽔道事業の現状・課題のまとめ
「⼈」・「モノ」・「カネ」の三重苦の状況に直面しており、今後のどのようにして持

続していくかの岐路に⽴っています。

24



【7】課題解消に向けた取り組み

25

⾏政（官）と⺠間事業者（⺠）の連携をより強化し、「三重苦」の解決を目指します。

限られた予算・⼈員のなかで持続的な下⽔道事業の運営には、官⺠連携（PPP/PFI）事業を
積極的に活⽤し、事業の効率化の検討が必要不可⽋と考えています。



【7】課題解消に向けた取り組み①

26

＜官⺠連携（ＤＢ⽅式）による下⽔道未普及解消事業（平成30〜令和４年度）＞
●取組の概要

平成27年度に葉⼭町汚⽔処理施設整備構想（アクションプラン）を策定し、令和７年度までに全体計画区域513ha
の概成を達成することを目標とした。未整備地域を期間中に整備するには、従来の倍以上のペースでの整備が求めら
れるなどの課題に対応する必要があるため、官⺠連携（ＤＢ⽅式）による下⽔道未普及解消事業を実施した。

●背景
・下⽔道供⽤開始当初と⽐較すると下⽔道職員数は減少している中、アクションプランの計画目標年度である令和

７年度までに事業を完了するためには、これまで以上の整備が必要
・過去の整備実績（整備面積約9.0ha/年）を踏まえると、10年概成に向けた今後の整備（約18.0ha/年）を確実に

実施することが困難
・計画目標年度までに下⽔道整備を完了させる場合、これまで以上の投資が必要
これらの課題を解決するため、DB⽅式を導⼊することとした。

●具体的な内容
⺠間ノウハウを積極採⽤することで、限られた⼈的リソースと財源の中で早期整備・事業費低減を達成した。

●効果
①整備面積 ➤ 従来発注よりも３ha（40ha→43ha）拡大
②事業期間 ➤ 従来発注よりも２年間（７年間→５年間）短縮
③事業コスト ➤ 従来発注よりも約４億円（16億円→12億円）削減



●取組の概要
葉⼭浄化センター等の機械電気設備の増設及び中央監視設備の改築も併せて設計施⼯一括【DB】発注で⾏い、維持

管理については、包括的⺠間委託を導入しました。

●背景
・未普及地域解消に伴い浄化センター及び中継ポンプ場の能⼒増強が必要
・面整備、⽼朽化対策、増設事業と事業が集中するため、建設改良費が直近数年と⽐較して約2倍となるため、投資

コストの縮減が必要
・維持管理業務については、仕様に基づく業務形態であるため、⺠側の創意⼯夫が⽣まれず、官側の事務手続きも

煩雑であり、迅速かつ効果的な運営ができていない状況
これらの課題を解決するため、DB⽅式及び包括的⺠間委託を導⼊することとした。

●具体的な内容
葉⼭浄化センター4系列の機械電気設備及び葉⼭中継ポンプ場汚⽔ポンプの増設並びに経年劣化が著しい浄化セン

ター及び中継ポンプ場等を集中・一元監視している中央監視設備の改築も併せて設計施⼯一括【DB】発注として⾏う
ことで、建設コストの縮減効果が⽣じる。また、包括的⺠間委託を導入することにより、複数の委託を包含すること
ができるため、業務がより効率的かつ効果的になり、維持管理コストの縮減効果も⽣じる。

●効果（現在進⾏中であるため、契約時点の内容に基づいた効果とする）
①事業期間 ➤ 従来発注よりも２年間短縮
②事業コスト ➤ 従来発注よりも約２億円削減
③維持管理コスト ➤ 従来発注よりも約３千万円削減

【7】課題解消に向けた取り組み②

27

＜葉⼭浄化センター等整備・運営事業【DB（令和５〜６年度）＋包括委託（令和５〜８年度）】＞



3 他自治体との比較

28



【1】県内自治体との下⽔道使⽤料の比較
県内⾃治体における、1ヵ⽉使⽤⽔量20m3 時の下⽔道使⽤料を⽐較すると以下のとおりで、本町の下

⽔道使⽤料（2,244円 （税込））は県内平均（2,270円（税込））と同程度となっています。

29

神奈川県内⾃治体の1か⽉使⽤⽔量20m3時の使⽤料（円（税込）/⽉）

※⻘着⾊︓直近3年で使⽤料改定を⾏った⾃治体
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経費回収率⽐較（％）※葉⼭町はR5年度、県内⾃治体はR4年度値

※経費回収率は公共下⽔道事業で⽐較を実施。

※令和6年4⽉1⽇現在
下⽔道使⽤料⽐較（1か⽉使⽤⽔量20m3（円（税込）/⽉））



【2】経営指標による他自治体との比較
下⽔道事業の経営状況を把握するため、以下に示す経営指標を⽤い、事業の概要及び組織の効率性（ヒト）、事業・施設

の効率性（モノ）、財務の収益性・健全性（カネ）のカテゴリーに分け、他都市の経営状況との⽐較を⾏います。
⽐較は、5年間の下⽔道事業の経年推移と、事業規模（⼈口・汚⽔量）・供⽤開始経過年数で類似する全国類似団体の平

均値を算出し⽐較分析を⾏い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握するとともに、類似団体と⽐較した現在の本町の
⽔準を把握します。⽐較・分析は最新値が公表されている期間までを対象とします。

⽐較対象は、本町と事業規模が同等の⾃治体を総務省「経営⽐較分析表」の類似団体区分に基づき選定した団体のほか、
神奈川県内市町村（政令市を除く）としました。⽐較対象団体の分類は以下の通りです。

30

分析する経営指標の一覧 ⽐較対象団体の分類

●全国類似団体区分
【条件】公共下水道事業を実施している自治体

処理区域内人口 3万人未満
処理区域内人口密度 50人/ha以上75人/ha未満
供用開始後年数 15年以上30年未満
終末処理場施設を保有

●神奈川県内団体
【条件】政令市を除く、公共下水道事業を実施している自治体

終末処理場施設を保有有

●︓総務省「経営⽐較分析表」に記載のある指標



【2】経営指標による自治体との比較（下⽔道普及率）
下⽔道⼈口普及率は、⾏政⼈口に対して下⽔道を利⽤できる区域（処理区域内⼈口）の⼈口の割合で、本町の普及率は着

実な増加を示しています。なお、下⽔道全体計画⼈口に対する令和5年度の整備進捗率は76.5％、令和4年度の類似団体平
均は61.3％、神奈川県（政令市除く）平均は92.5％で、類似団体平均より⾼い⽔準ですが、神奈川県平均より低い⽔準と
なっています。

なお、⼈口普及率の類似団体の⽐較は、汚⽔処理整備事業の種類が市町村によって異なる（⾃治体によっては、公共下⽔
道、特定環境公共下⽔道、農業集落排⽔事業など複数の汚⽔処理事業を採⽤している）ため、⽐較は⾏いません。

31

下⽔道⼈口普及率の推移



【2】経営指標による自治体との比較（⽔洗化率）
⽔洗化率は現在処理区域内⼈口のうち、実際に⽔洗便所を設置して汚⽔処理している⼈口の割合を表した指標です。本指

標は、公共⽤⽔域の⽔質保全や使⽤料収入の増加等の観点から100%となっていることが望ましいとされており、100％未
満の場合は使⽤料収入の増収を図るため、⽔洗化率向上の取組が必要です。

本町の⽔洗化率について、令和元年以降は下⼭口地区等で急速に汚⽔整備が進む一⽅で、下⽔道への接続が追い付いてお
らず⽔洗化率は低下傾向にありましたが、令和5年度は⽔洗化が進み88.0%と前年度より上昇に転じました。他団体と⽐較
すると、全国類似団体より3〜6ポイント⾼く、県内⾃治体平均よりわずかに低い⽔準です。

32

⽔洗化率の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（有収率）
有収率は、処理した汚⽔のうち使⽤料徴収の対象となる有収⽔量の割合で、一般的に⽐率が⾼いほど望ましいです。
本町の有収率は90%前後を推移しており、全国類似団体平均とほぼ同等の⽔準、県内⾃治体より5〜12ポイント⾼い⽔準

で推移しています。

33

有収率の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（職員一⼈当たり処理区域内⼈⼝）
職員1⼈あたりの処理区内⼈口は、現在処理区域内⼈口を下⽔道職員数で除したものです。本指標は、職員1⼈あたりの

効率性を把握するための指標で、数値が⾼いほど効率性が⾼いことを示します。
本町の職員1⼈あたりの処理区域内⼈口を⽐較すると、令和4年度値では全国類似団体・県内⾃治体平均値とほぼ同等の

値です。

34

職員一⼈当たり処理区域内⼈口の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（職員給与費対営業収益比率）
職員給与費対営業収益⽐率は、営業収益に対する職員給与費（損益勘定職員）の割合で算定され、数値が低いほど業務の

効率化が進んでいることを示しています。
令和元年〜令和5年における本町の下⽔道職員（損益勘定職員）は5⼈で変わらないため、指標値は横ばい傾向です。類

似団体と⽐較すると、全国類似団体より低い値を示しており、業務の効率化が進んでいる状況が示されています。
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職員給与費対営業収益⽐率（％）の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（管路⽼朽化率）
管路（管きょ）⽼朽化率は、法定耐⽤年数を超えた管きょ延⻑の割合（管きょの⽼朽化度合い）を表す指標で、本指標の

数値が⾼い場合は、⽼朽化した管きょを多く保有し、改築⼯事等の必要性が⾼まっていることを意味します。
本町は、平成4年2⽉より建設事業に着手しているため、法定耐⽤年数（50年）を超える管路はありませんが、今後、古

くなった管きょの更新が集中する時期が到来する⾒込みです。
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【2】経営指標による他自治体との比較（施設利⽤率）
施設利⽤率は、晴天時平均処理⽔量を現在処理能⼒で除したもので、処理場の稼働効率性を表したものであり、維持管理

の効率性を示すものです。本町の施設利⽤率を他⾃治体と⽐較すると、類似団体・県内⾃治体より⾼い稼働率で運⽤してい
ることが示されています。
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施設利⽤率の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（経費回収率）
経費回収率は、汚⽔処理費を使⽤料収入でどの程度賄えているかを表す指標で、「使⽤料単価／汚⽔処理原価」により算

出されます。一般的に⾼いほど望ましく、100%を下回る場合、汚⽔処理費が使⽤料収入以外の収入（一般会計繰入⾦等）
で賄われることを意味します。逆に数値が100％を下回っている場合、適正な使⽤料収入の確保や汚⽔処理費の削減といっ
た対策が必要となります。

本町の経費回収率は近年100％以下の⽔準が続いており、汚⽔処理費を使⽤料収入で賄うことができていない状況です。
令和4年〜令和5年には汚⽔処理費の上昇により、経費回収率が毎年約6ポイントずつ下落しており、経費回収率100％に向
けた対策は急務となっています。全国類似団体と⽐較すると⾼い〜同等の⽔準ですが、県内⾃治体との⽐較では低い⽔準と
なっています。
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経費回収率の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（使⽤料単価・汚⽔処理原価）
経費回収率を構成する数値のうち、使⽤料単価（使⽤料収入／有収⽔量）については、全国類似団体・県内団体とほぼ同

値となっています。
一⽅、汚⽔処理原価（汚⽔処理費／有収⽔量）は年々上昇を続け、令和4年〜令和5年にかけて、物価⾼騰や世界的な燃

料価格⾼騰の影響により毎年約8ポイントずつ上昇しました。全国類似団体との⽐較では同等程度、県内⾃治体との⽐較で
は⾼額となっています。
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使⽤料単価の推移 汚⽔処理原価の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（経常収支比率）
経常収⽀⽐率は、当該年度において、料⾦収入や一般会計からの繰入⾦等の収益で、維持管理費や⽀払利息等の費⽤をど

の程度賄えているかを表す指標で、単年度の収⽀が⿊字であることを示す100％以上となっていることが必要です。
本町の経常収⽀⽐率は100％以上を確保していますが、P.20に示すように収益的収入の大部分は一般会計からの繰入⾦で

あり、事業運営に必要な財源を下⽔道使⽤料で賄えていない状況です。今後は、一般会計からの繰入⾦に依存しない経営に
向けた取り組みが求められています。
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経常収⽀⽐率の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（処理区域内⼈⼝1⼈当りの維持管理費）
処理区域内⼈口1⼈当りの維持管理費は、維持管理の効率性を示す指標であり、数値が低いほど効率的な維持管理が⾏わ

れていることを示します。
本町の指標値は維持管理費の増加に伴い年々上昇傾向にあり、類似団体も同様の傾向を示しています。経費回収率の向上

と合わせて、効率的な維持管理に向けた取り組みが求められている状況です。
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処理区域内⼈口1⼈当りの維持管理費の推移



【2】経営指標による他自治体との比較（企業債残⾼対事業規模比率）
企業債残⾼対事業規模⽐率は、年間使⽤料収入に対する企業債残⾼の割合であり、企業債残⾼の規模を示す指標です。当

該指標については明確な数値基準はありませんが、類似団体との⽐較等により⾃団体の置かれている状況を把握・分析し、
投資規模は適切か、料⾦⽔準は適切かといった確認を⾏い、経営改善を図っていく必要があります。

本町の指標は類似団体・県内⾃治体平均を大きく上回っていますが、近年は企業債残⾼の減少に伴い低下傾向です。現在、
浄化センター及びポンプ場の増設事業や改築・更新事業が実施されていることから、指標値の推移に留意していく必要があ
ります。
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企業債残⾼対事業規模⽐率の推移



4 今後のスケジュール
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今後のスケジュールについて

44

開催日時 テーマ

第１回
（諮問） 令和６年10⽉18⽇（⾦）13:30〜15:00

〇概要説明
・審議事項の説明
・葉⼭町下⽔道事業の現状・課題
・他⾃治体との⽐較
・今後のスケジュール

第２回 令和６年11⽉20⽇（⽔）10:30〜12:00

〇概要説明
・使⽤料対象経費の算定⽅法

●議題
①使⽤料改定率に関する審議
②減免制度のあり⽅に関する審議

第３回 令和７年２⽉20⽇（木）13:30〜15:00
●議題

①使⽤料改定率・使⽤料体系（案）に関する審議
②減免制度のあり⽅に関する審議

第４回 令和７年４⽉22⽇（火）13:30〜15:00
●議題

①使⽤料体系（案）に関する審議
②減免制度のあり⽅に関する審議

第５回
（答申） 令和７年６⽉30⽇（⽉）15:30〜17:00

●議題
①使⽤料改定（案）に関する最終審議
②減免制度のあり⽅に関する最終審議



これで第１回を終了します。
お疲れ様でした。


